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５　教員免許更新制廃止後の研修体制について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　１１月１５日、中央教育審議会の「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会は、教員免許更新制の発展的解消を検討するのが適当とする審議をとりまとめ文部科学大臣に報告した。１０年に一度の更新講習を行う現在の制度を改め、新たな研修制度などをつくるとしている。
　ポスト教員免許更新制として、キャリアステージに合わせ必要な研修を自ら受講するスタイル、その研修の受講履歴の活用が期待されている。
　令和の時代、教員にとって定期的に知識や技術を刷新するためには、教員が必要とする時期に必要な研修が受けられる環境整備、例えば教員が学校を空けられるような時間的ゆとりを確保できるような勤務体系と仕組み、例えばコンピュータによる受講で十分な内容であればオンライン化を進め、e－ラーニングなどの活用が求められる。
　教員にとって授業日の研修（出張）は自習・補習計画の準備や事後処理等による業務負荷が大きくなるため、研修は受けたいが受けることをためらうという意見もある。また、中堅教諭等資質向上研修については、教員免許状更新講習期間終了後に受講するようになっており、教員免許更新制廃止による影響を受けるため不安を抱える教員も多いようである。

　そこで尋ねる。今後想定される教員免許更新制廃止後の、山口県の教員の働き方改革の視点も踏まえた教員研修の在り方についてどのようにお考えか、所見を伺う。


教員免許更新制廃止後の研修体制についてのお尋ねにお答えします。
教員は、次代を担う子どもたちを育てるという極めて重要な使命や責任をもつとともに、子どもたちの人格の形成を担う存在であることから、研修をはじめとした資質能力向上の取組を充実させていくことが重要であると考えています。
これまで、国においては、教員が定期的に最新の知識技能を身に付けることで、必要な資質能力を保持することなどを目的として、教員免許更新制を実施しており、更新講習の受講による教員の学びの機会の拡大などの点において、一定の評価を得ているところです。
こうした中、更新講習を受講する教員の経済的・物理的な負担感や教員の確保に影響を与えているという声があることなどを踏まえ、このたびの中央教育審議会の審議のまとめにおいて、教員免許更新制の発展的な解消を検討するという方向性が示されました。
本県においては、これまで、教員免許更新制も考慮した研修体系を構築し、キャリアステージに応じた資質能力の向上に努めてきたところであり、今後、教員免許更新制が発展的に解消された場合においても、教員が必要とする時期に、必要とする研修を受講できるよう、研修体系の見直しや研修受講のための環境整備などに取り組んでいく必要があると考えています。
そのため、お示しの中堅教諭等資質向上研修を含む研修全体を再整理するとともに、学校のニーズも踏まえ、全県的に整備されたＩＣＴ環境も生かしながら、オンラインと対面を組み合わせた研修講座を編成するなど、働き方改革の視点にも立った研修の在り方について、検討してまいります。
また、現在、やまぐち総合教育支援センターで管理している教員の研修履歴について、今後の国の動向や他県の事例等も参考にしながら、効果的な活用を図ることにより、教員の主体的な学びにつなげてまいります。
県教委といたしましては、教員が自ら資質能力向上に向け、積極的に研修等に取り組むことができるよう、教員免許更新制等に関する国の動向を踏まえながら、研修体制の一層の充実に取り組んでまいります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
